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「新たな需給調整システムへの移行の検証に関する検討会」開催要領

第１ 趣旨

米の需給調整については、平成17年10月に決定された「経営所得安定対策

等大綱」において、19年産からの移行を目指す新たな需給調整システムの大

枠が決定されたところであり、今後、米政策改革大綱に基づき、18年度に移

行への条件整備等の状況の検証を適切に行う必要がある。

このため、農業者団体、都道府県・市町村、学識経験者等による専門的立

場からの検討の場として、新たな需給調整システムへの移行の検証に関する

検討会（以下「検討会」という ）を開催し、19年産からの移行への条件整。

備等の状況につき、所要の検討を行うこととする。

第２ 構成

１ 検討会は、別紙の委員によって構成する。

２ 検討会は、必要に応じ関係者の出席を求め、意見を聴取することができる。

第３ 座長

１ 検討会には、座長及び座長代理を置く。

２ 座長は委員の互選により選任し、座長代理は委員のうちから座長が指名

する。

３ 座長は、検討会の議事を運営する。

第４ 運営

１ 検討会は公開とする。

２ 検討会の資料は、会議の終了後、ホームページ等により公表する。

３ 検討会の議事概要については、会議の終了後、委員の了解を得た上で、

ホームページ等により公表する。

４ 検討会に係る庶務は、関係各課の協力を得て総合食料局食糧部計画課に

おいて行う。
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